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Ⅰ．本論文の主題
（１）研究の背景
オランダの植民地という歴史的経験以外に結びつきのない多民族で構成されたインドネシアは、
B・アンダーソンのいう「想像の共同体」に基づき国民統合が比較的順調に進んだ国家として考え
られている。しかしながら、アチェや東ティモールの紛争にみられるように、分離独立運動も存
在していた。インドネシア独立を牽引したアチェ、ポルトガルの植民地であった東ティモールと
異なり、本論文で扱うパプアは歴史的にインドネシアの一部でありながらも、現在も国民統合を
揺さぶるインドネシアの中でも特殊性な地域である。東ティモールは 2002 年に独立を達成し、ア
チェは 2005 年にインドネシア政府と和平合意を締結したにもかかわらず、パプアでは依然として
分離独立運動が継続している。
パプアがインドネシアの他地域と顕著に異なるのは、人種的・文化的差異である。インドネシ
アの人々はマレー系に分類されるが、パプアの人々はメラネシア系に分類される。外見的特徴を
有すパプアの人々は、明らかにインドネシアにおいて特殊な存在である。原始的な生活様式を維
持するパプアの人々は、250 以上の言語を異にするパトロン・クライアント関係に支えられ、各
エスニック・グループ内の結びつきが強い。このようなパプアの特殊的な現状を踏まえて、改め
て分離独立運動を展開するパプア紛争とはどのようなものなのかを分析、考察する。
（２）研究の目的
本論文では、1998 年までに至る 30 年間に及んだスハルトの独裁政権崩壊後に、民主化が定
着した現在においても、なぜパプアは分離独立運動を継続しているのかを明らかにする。具体
的には、まずパプア分離独立運動はどのような背景により生まれたのか、次に民主化以降に展
開したパプア分離独立運動は何を要求し、誰が牽引しているのか。これら 2 つのリサーチ・ク
エスチョンを設定する。
パプア紛争に関する先行研究の多くは、民主化移行期または 2000 年代中頃までに発表された
ものである。他方で、政治的安定を達成し、民主主義大国として著しい成長を遂げた過去 10年
間で、インドネシア社会は明らかに変容し、分離独立運動にも影響を及ぼしている可能性が高
いはずである。にもかかわらず、なぜその期間のパプア紛争を論じた研究は非常に限定されて
いるか。本論文では先述した先行研究に加えて、パプア地域の個別の問題に焦点を当てた比較
的新しい先行研究と、さらに筆者が４度実施した現地調査から得られた研究成果を活用してパ
プア紛争の真相を解明しようとしている。
また、パプア社会の多様性に着目し、民主化以降に生じたパプア分離独立運動の変容を、海
外を拠点とし、ソーシャルメディアを駆使して様々なメッセージを発信するパプア人・ディア
スポラの活動も含めて考察している。本研究は、従来の研究を補完するとともに、パプア紛争
解決を論じるための新たな視点の提供を試みている。
（３）分析枠組み
本論文では、分離独立運動の変容と分析を論じる際に、ドイッチュ（Karl W. Deutsch ）の社会
的コミュニケーション論を手がかりとする。すなわち、財貨や労働のコミュニケーションを意味
する社会経済共同体と、情報のコミュニケーションを意味する文化情報共同体の２つの分類を利
用する。また、分離独立運動の要因分析の際には、アザール（Edward Azar）が唱える長期的社会
紛争（Protracted Social Conflict）、すなわちアイデンティティ集団による安全保障ニーズ、開
発ニーズ、政治的アクセスニーズ、アイデンティティニーズが充足されない状況下で引き起こさ
れる長期的で武力を伴う紛争を長期化するパプア紛争の分析ツールとして導入する。
Ⅱ．本論文の構成
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Ⅲ．本論文の概要
本論文は、全６章から構成される。各章の位置づけをみると、第 1 章と第２章では、パプア
紛争の歴史的背景を整理している。第３章と第４章では、民主化以降に生じたパプア社会変容
の事例を示す。第５章と第６章では、民主化以降の分離独立運動の変容を考察する。
具体的には、序章では、問題の所在、分析枠組みと語句の定義を含む本論文の概要を示す。
第 1 章では、パプアがインドネシアに併合された歴史的背景から、パプア紛争の起源を整理す
る。第 2 章では、民主化移行期に、パプアとインドネシア政府の関係に生じた変化を整理して
いる。第 3 章では、特別自治法により実現したパプア人の政治参画が、パプア地域社会にどの
ような影響を及ぼしているのか考察する。
第 4 章では、インドネシア政府が進める急速な開発促進政策が、パプアの地域社会にどのよ
うな影響を及ぼしているのかを考察する。第 5 章では、民主化以降のパプア分離独立運動の変
遷と、その要因を明らかにする。第 6 章では、パプア分離独立運動の国際的なネットワークが、
パプア紛争に及ぼす影響について考察する。終章では、各章の内容を踏まえた要約に基づく筆
者の結論を提示している。
各章の概要
序章
序章では、第１節で問題の所在を明らかにする。第１項で多民族国家としてのインドネシア
の歴史を確認し、紛争を抱えたアチェや東ティモールの分離独立運動との比較を行う。第２項
ではパプア紛争の特殊性を明らかにする。前２項を踏まえて、第３項では「本論文の目的と意
義」としてパプアが有する多様性を訴える。また、リサーチ・クエスチョンの設定、先行研究
の分析、研究方法の紹介を行なっている。第２節では、第１項でドイッチェの「社会的コミュ
ニケーション」とアザールの「長期的社会紛争」を本論文の分析枠組みとして援用することを
述べ、また本論文で使用する語句の定義づけを行なっている。
第１章 パプア紛争の起源
本章の目的はパプアがインドネシアに併合された歴史的背景からパプア紛争の起源を整理す
ることである。第１節ではパプアの帰属問題を考察する。本節ではオランダとインドネシアの
対立が冷戦構造の中でアメリカがインドネシアとの関係強化を優先した結果、インドネシア併
合に至った経緯を述べている。したがって、パプア地域のインドネシア併合は、国際社会の意
向によって決定されたのであり、パプア人による民族自決権は剥奪されたことを指摘する。第
２節はインドネシア併合後、スハルト政権によるパプアの「インドネシア化」を考察している。
同化政策でパプア人の基本的ニーズは充足せず、パプア人は弾圧の恐怖に晒された。一部のパ
プア人はインドネシアの統治に抵抗し武装闘争を展開する一方で、武器を持たないパプア市民
の間にも、インドネシア政府に対する不満や怒りが蓄積された。政府に対する不満は、スハル
ト政権が崩壊後、分離独立運動として全土に拡大していく過程を考察する。
第２章 民主化移行期のパプア
第１節では、パプア全土に拡大した分離独立運動「パプアの春」に直面したハビビ
（Bacharuddin Jusuf Habibie）、続くワヒド（Abdurrahman Wahid）の両大統領が、パプア人と
の対話を通して新たな関係構築を目指していく。第２節ではパプア人の基本的ニーズを充足さ
せる可能性を有す内容の特別自治法が成立した経緯を述べる。しかし、第３節では 2001 年に就
任したメガワティ（Megawati Sukarnoputri）大統領が、むしろパプア分離独立運動を国家分裂
の脅威と捉えて、特別自治法の条項を無視し、パプア人を弾圧する。そのため、パプア人の基
本的ニーズは充足されず、政府とパプア社会の対話チャンネルは喪失し、信頼醸成は進まなか
った。結局、メガワティ政権の取り締まり強化で、パプアの分離独立運動は弱体化し、運動は
分散化していくことを考察している。
第３章 パプア人による自治の行方
第１節と第２節で、特別自治法施行後のエスニック・グループのリーダーたちが利権獲得のた
めに首長職を求めたことで、エスニック・グループ間の対立が先鋭化したこと。また、パプア人
の政治参画が進む一方で、汚職により特別自治資金の透明性が確保されず貧困が蔓延するなど、
パプアにおける行政組織の機能不全に着目している。また、従来パプア地域の実権を握っていた
沿岸部出身者に替わって、山間部出身者が影響力を強めていく過程を分析している。第３節では、
パプア文化を背景にした「ノケンシステム」に基づくことで、選挙不正や選挙に関連する暴力事
件が多発し、混乱を嫌う総選挙委員会がパプアの混乱状況を放置する現状を分析している。その
結果、パプア人による自治の現状は、パプア人のエンパワーメントを促進せずに、混乱を引き起
こす一方で、行政組織に対するパプア社会の信頼は低下し、パプアの紛争解決において行政組織
が果たしている役割は皆無と言わざるを得ない状況を指摘する。
第４章 パプアの地域開発がもたらすコミュニティセキュリティの脅威
第１節では、国内移民の増大で、沿岸部都市ではパプア人の比率は半数以下に落ち込む。し
かしその一方で、移民の増加とともに近代化が進み、パプア人と国内移民の統合は進む。他方
で、山間部は依然としてパプア人の比率が 9 割以上を占めている状況にある。両者の対照的な
状況を明確にする。第２節は 2011 年から始まる政府の急速な開発促進政策を分析する一方で、
第３節では国軍の存在と合わせてパプア人の伝統的な生活様式や価値観を守るコミュニティセ
キュリティが脅かされていると述べる。パプアの多くの地域では、開発に絡むコミュニティセ
キュリティの問題が、日常生活に直結するもっとも重大な問題であると指摘する。
第５章 二極化するパプア社会
本章では分離独立運動の変容を考察する。第１節では民主化以降、山間部の活動家が平和的
な運動を諦め、武装組織と連携して急進的な活動を展開していく過程を分析する。しかし他方
で、第２節では沿岸部の活動家がジャカルタの研究者と連携して、分離独立を主張せずにむし
ろ人権保護の実現を優先するダイアログ運動を展開していく過程を分析する。多くの山間部の
活動家は、分離独立を主張しないダイアログ運動の戦略を受け入れていない。両者の相違はパ
プア人と国内移民の統合の進度と分離独立に対する姿勢に基づく。文化情報共同体が成立しつ
つある沿岸部と、インドネシア政府・国軍・移民が敵対する存在である山間部では、分離独立
運動に対する姿勢が異なり、パプア社会は二極化していく。第３節では、ウィドド（Joko Widodo）
政権の誕生で平和的な政策を期待した沿岸部の活動家は求心力を失う一方で、人権問題が改善
しない状況に不満を募らせる人々は、急進的な山間部の活動に共感していく過程を分析する。
第６章 パプア紛争と国際社会
本章ではパプア紛争に対する国際社会の動向を分析している。第１節ではオックスフォード
を拠点とするベニー・ウェンダ（Benny Wenda）率いる西パプア統一解放運動（ULMWP）の結成
の経緯を明らかにする。次の第２節ではメラネシア・スピアヘッド・グループ（MSG）や太平洋
諸島フォーラム（PIF）の組織で、パプアの人権問題に関心が高まっていく点、第３節では、パ
プア分離独立運動の国際的なネットワークの拡大傾向を分析している。また、ベニー・ウェン
ダ（Benny Wenda）率いる ULMWP が SNS 等を駆使して国際的な分離独立運動を展開する。しかし
ながら、インドネシア政府との対話を通して紛争解決を目指すパプア沿岸部で地道な活動を行
っているパプア人からはウェンダへの支持は低い。とは言うものの、国際的に認知度を高める
ULMWP が、インドネシア政府とパプア社会の関係を悪化させ、両者の信頼醸成を妨げている危
険性を指摘する。
６．結論
本論文のリサーチ・クエッションであった２つの問いに答えている。第１の問いであったパ
プア分離独立運動はどのような背景により生まれたのかに対しては、まずパプア地域のインド
ネシア併合が、冷戦構造の中でアメリカがインドネシアとの関係強化を優先した結果生じたと
述べる。その結果、スハルトの独裁政権下ではパプア人の基本的ニーズは充足されず、他方で
パプア人のインドネシア政府に対する不満が蓄積されることになったと指摘する。
次に、パプアの春に直面したハビビ、ワヒド両大統領は、パプア人との対話を通して新たな
関係構築を目指して、特別自治法を成立させた。しかしながら、両者のあとに大統領になった
メガワティは、パプア分離独立運動を国家分裂の脅威と捉えて、特別自治法を無視したパプア
人への弾圧を行った。その結果、パプア人の基本的ニーズは充足されず、対話チャンネルは喪
失し、パプア分離独立運動は分散化していったと述べる。
第２の問いは、民主化以降に展開したパプア分離独立運動は何を要求し、誰が牽引している
のかであった。第 2 期ユドヨノ政権期、国内移民との統合が進む沿岸部では、分離独立を掲げ
ずに人権保護の実現を目指して政府との対話を目指すダイアログ運動が盛り上がりを見せた。
しかし、次のウィドド政権の誕生とともにそれは失速したと述べる。分離独立要求を諦めるこ
とは、依然として国軍による人権侵害行為に脅かされる山間部活動家には受け入れられず、デ
ィアスポラや山間部活動家を中心に、急進的な分離独立運動を展開していくことになる。ウェ
ンダ率いる ULMWP は、山間部活動家と連携し、国際社会への情報発信を通じて支持層の獲得に
成功している。情報発信の影響は大きく、パプアの若者の動員は進んでいると指摘する。
以上 2つの問いに対する答えから、スハルト政権の崩壊後、民主化が定着した 2019 年現在に
おいてもなぜパプア分離独立運動が続いているのかという問いに対する本論文の結論が述べら
れている。それはパプア分離独立運動の要因、つまり自決権とパプア人の基本的ニーズの権利
の剥奪が、特別自治法が施行されても、さらに民主化が定着した 2019 年現在においても解決し
ていない現状であると分析する。また、パプア社会内でも分離独立運動に対する姿勢が、沿岸
部と山間部では大きく異なり、パプアの総意が存在していない。さらに、ウィドド政権にはパ
プア紛争を解決しようとする積極的な姿勢もみられない。パプア社会とインドネシア政府間の
対話チャンネルが存在しない現状では紛争解決の兆しがみえない、というのが現状分析である。
ただその一方で、急進派集団の分離独立を掲げた活動が、パプア社会とインドネシア政府間の
緊張関係をもたらす可能性に強い懸念を抱いている。
Ⅳ．公聴会での主なコメント・質疑と応答
公聴会は 2020 年 1 月 18 日（土曜日）、16時 10 分から 17時 40 分まで実施。
（１） インドネシアで紛争化したアチェ、東ティモール、パプアのそれぞれの紛争要因を類型化
した図表を入れるとよりパプア紛争の問題点が明確になったのではないか。アチェはマラッカ海
峡に隣接した地政学上重要な紛争であった。東ティモールはアジア経済危機を克服するうえで必
要な決断であった。地政学上の問題や時々の国際関係などを入れ込んだ図表があると、よりパプ
ア紛争の深層が理解できたのではないか。
○本文では序章第２項で多少、インドネシアの３つの紛争比較に言及した。パプア紛争はアチェ
紛争とは異なる。アチェ人は他のインドネシアのエスニック・グループと共有するエスニシティ
を有している一方で、パプア人はインドネシア独立戦争には参加していないし、人種的にも異な
るなどむしろ東ティモール紛争に共通する。しかし、両者の旧植民地宗主国は異なっていた。今
後、これら３つの紛争を図式化して読者にわかりやすくすることを考えたい。
（２）「パプア人」のアイデンティティが一つのテーマであったことを考えると、ドイッチェの「経
済社会共同体」と「文化情報共同体」の理論的枠組みに加えて、現実的な結論の道筋としてイン
ドネシアへの「国民統合」か「同化」かの視点、あるいは「統合」と「共同体」との関係でまと
めることも可能ではなかったか。
○「インドネシア人」としてのナショナル・アイデンティティと「パプア人」としてのエスニッ
ク・アイデンティティ、さらにはパプア内での部族的なアイデンティティなどが重層的に存在し
ている。本論文ではこれらの多面的なアイデンティティに注視してきたが、さらに「外からみた
多様なアイデンティティ」の見方も必要であったと考えている。アイデンティティに関わる理論
を深め、今後の課題にしていきたい。
（３）「パプア社会」とはどのような社会か。果たしてパプアには市民社会の存在はあるのか。つ
まり、山間部では強力な指導者が主導する部族社会があり、国民や市民社会への帰属意識は希薄
ではないか。
○ご指摘の通りであるが、本論文では「パプア社会」とは「パプア人の集合体」を指し、各部族
に関しても本論文内のテーマによって言及している。
（４）パプア人・ディアスポラと地域機構の関係に興味を抱いた。ディアスポラが訴える独立の
選択肢は困難であるとするならば、今後の道筋はどのようなものか。
○インターネットなどを利用したパプア人・ディアスポラの動きは活発化しているが、本論文の
副題にあるように分離独立運動の動きは変容しており、特に沿岸部の住民はむしろ「インドネシ
ア人」としてインドネシアの経済社会共同体での活動を通じた利権を求めだしている。
（５）インドネシア軍などにおけるパプア人への人権侵害行為が表にまとめられているが、この
表における「市民権・政治権」に対する具体的な中身と、両権の詳しい定義があったほうが良い
のではないか。
○表にまとめられている人権侵害行為に至る背景も含めて市民権と政治権の具体的な中身を調査
し、改めて本論文での定義を明らかにしたい。
Ⅴ．本論文の評価と審査結果
（１）着眼点、方法、内容、結論におけるアイディア、独創性：オランダ支配という歴史的経験
以外に結びつきのないパプアの人々の国民統合がインドネシア誕生以来の課題であり、長くイン
ドネシアの国民統合問題となっている。「石器時代の人々」と呼ばれる原始的生活様式、パトロン・
クライアント関係に支えられる社会構造などインドネシアの他地域と大きく異なる人種的・文化
的差異がパプアの特殊性の背景となっている。本論文は、パプア紛争の源流から現在に至る分離
独立運動の変容を、現地のインドネシア語を含めた多言語の資料、さらには４回にわたる現地調
査を行うことで分析、考察した極めて独創性が高い内容といえる。
（２） 論文のテーマ設定の妥当性、重要性：先行研究では、パプア社会の多様性を重視せず、一
括りにする傾向があったことを踏まえ、本論文では、パプアの多様性に着目し、民主化が定着し
た 2019 年現在も、なぜパプア分離独立運動が続いているのか、という問いを設定している。具体
的には、パプア分離独立運動が生まれた背景と民主化以降のパプア分離独立運動の要求と牽引者
が誰であるのかをテーマに据えている。本論文の設定の妥当性や重要性は高いと考える。
（３） テーマに応じた論文構成の妥当性：序章で問題の所在と分析枠組みを提示し、パプアの特
殊性を前提に本論文の目的と意義に応じる形で、第１章と第２章がパプア紛争の歴史的背景、第
３章と第４章がスハルト政権後の民主化以降の社会変容の事例を考察し、第５章で分離独立運動
の変容、さらに国際社会がパプア紛争をどのように関わっているのかを分析している。最後に結
論を提示する論文構成になっており、論文の一貫性と妥当性が担保されている。
（４）先行研究のサーベイをふまえた専門分野における貢献度：まず、先行研究として、①パプ
アがインドネシアに併合された歴史に関する研究、②民主化移行期後 2000 年代中頃までに発表さ
れたパプア紛争の構造や要因に関する研究、③パプアの個別の問題を扱う研究を考察している。
次に、本論文では、先行研究②を踏まえた上で、先行研究③と国際 NGO の研究成果を利用し、2010
年から 2018 年に 4度実施した現地調査の成果を含んでいる。最後に、情報が限定されているパプ
ア社会に、民主化以降生じた変化と、ディアスポラを含めた分離独立運動の展開を分析対象とし
ている。本論文の分析、考察を通してパプアの紛争解決研究に新たな視点が提供できよう。
（５）データや資料に裏付けされた実証性：本論文は、日本のインドネシア研究を含め、日本で
は研究成果が乏しいパプア紛争問題を、英語文献、インドネシア語文献を多用した文献研究にな
っている。しかしながら、インドネシアにおけるパプア紛争の非公開的扱いで資料が不足してい
る分を４回の現地調査、国立ガジャマダ大学研究員としてのネットワーク、NGO 関連のネットワ
ークなど多彩な方法で、論文の実証性を高めている。
（６）論旨展開における論証性、説得力：本論文では、序章の第 1 項で論文を貫く分析枠組みを
提示している。主に、ドイッチュの「社会的コミュニケーション論」における財貨や労働のコミ
ュニケーションに基づく経済社会共同体と、情報のコミュニケーションに基づく文化情報共同体
の２つの共同体を利用したパプア社会の国民統合問題を考察している。また、アザールの「長期
的社会紛争」の概念、すなわちアイデンティティ集団による、安全保障ニーズ、開発ニーズ、政
治的アクセスニーズ、アイデンティティニーズが充足されない状態が引き起こす長期的で武力を
伴う紛争分析を利用してパプア紛争の深層を考察している。論証及び説得力を有した論文である。
（７）専門用語や概念の使い方における正確さ、妥当性、充分性：（６）で述べたように、２つの
分析枠組みを基本にして、国際関係論やインドネシア地域研究の専門用語や概念を援用している。
また、平和構築論の主題になっているパワーシェアリングなどの成果も論文に生かされている。
（８）引用の仕方、注の付け方、資料の利用の仕方、文献リストの作り方における正確さ、妥当
性、充分性：序章第２項では本論文の分析枠組みのほかに、語句の定義がなされている。本論文
の主題であるパプアの現在の呼び名がパプア州と西パプア州であり、パプア人とはインドネシア
統計庁の民族区分に基づく呼称であるなど基本的な整理がなされている。また、引用参考文献が
日本語、英語、インドネシア語の３言語を利用している。これらの引用の仕方を含め、注、資料
の利用、文献リストなども問題なく妥当性を得ている。
（９）社会科学研究科の独自性から要請される学際性、実践性：本論文は政治学、国際関係、イ
ンドネシア地域研究が基本的な分析枠組みとなっている。しかしながら、「石器時代の人々」と称
されるパプア地域の人々の日常の生活習慣など文化人類学の研究成果も導入している。すでに記
したように現地でのフィールドワークに基づく質的調査や参与観察も重視した研究成果となって
おり、学際性や実践性を充分に備えた論文といえる。
(10) 論文全体としての卓越性：本論文の卓越性は、まず、インドネシア研究ではまだ乏しいパ
プア紛争研究において現地調査を含めて分析、考察した点にある。次に、著者がインドネシア語
に堪能なこと、インドネシア国立ガジャマダ大学研究員を経験したこと、国際 NGO のメンバーで
あるなど、通常得られ難い第一次資料に基づいて本論文が書かれていることである。すでにアジ
ア政経学会、日本国際政治学会で研究成果を発表し、専門研究者からの得られたコメント等が本
論文には反映されている。これらの点から、本論文の学術的価値は非常に高いと思われる。
なお、今後の課題として、質疑応答時にも発言しているが、紛争地帯であることから調査の限
界があったことである。具体的には、山間部の多くは治安上の問題から訪問が難しく、山間部の
県／市首長、アダット幹部、指導者ら、及び分離独立を掲げる活動家（急進派集団、ディアスポ
ラ）には接触できなかった点である。その結果、どうしても沿岸部関係者の聞き取りに基づく情
報に頼らざるを得なかった点が指摘できよう。今後パプア地域の治安上の回復を俟って次の調査
が期待される。また、各インドネシア政権時代の対パプア政策の分析はなされているものの、さ
らなる分析が求められる点で、いっそうの資料の収集と整理が必要であったと考える。
【審査委員会の結論】
以上の所見と評価、公聴会での質疑応答に鑑みて、本論文審査委員会は全員一致で本論文が「博
士（社会科学）」の学位を受けるのに値するものと認め、ここに推薦するしだいである。
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